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1.序 論
社会の必要を明確にとらえ，それに応じて教育の計画をたてることは，社会
機能の分化が進み，人間生活が複雑高度化するにつれて，益々重要となってき
た。このことは，早くから識者によって指摘されていたにもかかわらず，学校
教育では，とくに義務制でない高等学校以上の段階では，意識的にとりあげら
れてきたとは言い難い。とりわけ?数の商で社会的要請をとらえその上に立っ
た計闘的な人材養成は，ほとんど考慮されて来なかったと言ってもよい。今日
学校卒業生の就職が必ずしも円滑に行われないが，これは含産業界の需要数と
学校の養成数とが容易に一致しないために起っているもので，単に"経済状勢
の変動で・致し方な"'1 と片附けてしまう前に，教育の側にも反省しなければな
らないものがあるのではなかろうか。とにかく，学校卒業生の前途に希望を与
ptp学校教育の効率化をはかるためにはr 社会の需要をある程度見通した計画
的な人材養成町行われなければならないのである。
文部省では，つとにこのことに着目し，首轄の国立大学については「社会的
要請に基く人材養成計画」の樹立を意図して，基礎的な話調査を進めp その成
果の一部は昭和28年「職場における学歴構成一一社会的要請に基く教育計画立
案のための調査報告書」となって公表されている。遅ればせながら，このよう
な基本的な問題についての配慮が行われるようになったことの意義は大きいと
言わなければならなL、。
さて.木県においては， 昭和27年以来，産業教育振興法に基く産業教育総合
計画の作成を企図し，教育庁各課代表を網羅して専門委員会を構成し，しごと
を進めてきたが，研究所もその組織の中に加わって基礎的な資料の収集を担当
した。そのさい，われわれは，産業教育綜合計画樹立の根幹となるものは， 学ー
校教育に対する社会的要請の二つの面一一ー すなわち，どんな知識技術をもった
人材を く質的).どれだけ(量的〉必要とするかを適確にはあくすることにあ
るとの見地?と立って，種々の調査研究を進めてきた。質的面の調査研究として
は，昭和28年，高等学校卒業生就業状況調査〈研究紀要第10集所収うおよび，
高等学校立地に関する研究のうちの意識調査(研究紀要第句集所収〉が行われ
たし，萱的商の調室研究としては全日制高校卒業生就業分布調査〈研究記要10
集所収)，定時制高校卒業生進路状祝調査〈研賞杷要句集所収)'が行われた。
われわれはしかし，質的面の調査はともかくとして，量的面の調査でほ卒業
生の進路状祝調査だけで終ることにr いささか不満を感じていた。それは?な
るほど，毎年の卒業生の進路は端的に産業社会の要請を反映するものであるか
ら卒業生の進路状況の累年統計ーを集積すれば2 ある程度の傾向はつかむこと
ができる。しかし，それではp 教育の側はいつも後手にまわっている感じで産
業界の景気変動の波を直接身にうけて浮き沈みをくりかえ十だけである。もし
産業界の近い将来の需要数をあらかじめ推測することができるならば，それに
あわせて?教育の側は計画的な人材養成や能率的になしうるのではないか。も
しそのようなことが可能であるとするならばr 学校を卒業させてもらったが適
当な就職口がなくて因るという嘆きやr せっかく職場へ入っても学校の教育は
何の役にも立っていないという悔みは，相当程度減少するであゐうし学校も
例えば会費をつかって高等遊民を養成しているというような世間のそしりを免
れることができるのではないだろうか。このように考えて.卒業生調査を一歩
進め，将来の産業の学校教育卒業生に対する需要.数を予測する研究を行うこと
にしたのであるP
しかし，この研究が成立ずるためには，基本的に，国もし〈は県に産業緩興
計画ができ上っていることが必須条件となるc国の場合は主もかくとして，わ
れわれは県の場合はどうかと思い，県企画課に問合せたところ，幸いにして，
昭和38年を計・面目標年度とした産業人口の試算表を貸与していただくことがで
きた。また，研究の方渋之しては・前述したように丈部省調査課が「社会的要
請に基く教育計画立笑のための調査Jを突施し，その手訟は公表されている
〈注1)ので，おおむねこれによることにした。
以上のような趣旨によって行われたものが「県下事業所の高校卒業生に対す
る需要数の推定Jt'I医業である。しかしながら，このみー法によっては官公庁や事
注 1 r教育~~J 第 2巻第 3号 (1953年5 月〉所以 奥凶共交 V社会的要請に~く教
脊計開i樹立のための調室についてμ
悶第3巡第1号く19ラ4年2月〉所収咋士会的要請に必く教育計l邸立案のための調
査の突施要領11多照
- 2 -
2. 新潟県下事業所の高校卒業生に対する
需要数の推定
2.1. 需要数推定作業の構想
需要数推定の方法は主として前に述べたように文部省調査課案によった。し
かし，種々の事情により，とうてい文部省案通りに行うことは不可能なので，
われわれは，実施可能な最少限度にとどめることにした。
推定作業の構想はつぎの通りである。
(1) 現状における産業別規模別労働人日のはあく
① 産業別規模別事業所および官公庁のサンフうレ調査によって，つぎのこ
とを明らかにする。
イ 学底知J従業員数およびその比率
ロ 課程別，年次別高校卒新規採用者数およびその比率
②峯業所統計調査結果による産業別規模別総従業員数および官公庁総職
員数に上記ィ，ロの比率を乗じ，つぎの数を算定する。
イ 学庵別総従業員数
ロ 課程別年次別高校卒新規採用者総数
(鉛 計画目標年度(昭和初年〉における産業別従業員数の推定
① 昭和38年における産業別従業員数を各種資料により推定する
② 昭和38年における産業別従業員数中に占める中等教育卒従業員数を
算定する
j産業別従業員数に現在の中等教育卒業従業員の比率を乗ずる
(3) 県内事業所の需要に芯ずるために高等学校において増加養成すべき?生徒
数の推定
① 昭和38年における産業別中等教育卒従業員数 ((2)の②で求められる〕
から現在における産業別中等教育卒従業員数((1)の②のイで求められ
る〉を差し引き，これを昭和28年から昭和38年までの10年間で割る
② その散を新規採用者数((1)の②のけと照合し検討を加えて求める数
とする
.- 4・ー
との構想で最も問題とされるのは，現在の産業別労働人口中に占める中等教
育卒業者の比率を10年後の昭和38年におL、ても不変のものとして取扱っている
ことである。最近の科学技術の進歩や企業経営方式の向上によって職場におけ
る学歴構成は逐次変化して行くと見るのが妥当な見解である。したがって，文
部省案では，産業別に学歴構成のオプテイマム ・スタンダード (Optimum 
Standard=最適基準〕 を，委員会を組織して作成するようになっている。わ
れわれは.この結巣が判明次第これを使用することにして，一応，不満足なが
らも，現必の比率をそのまま10年後の数字に適用することにした。
つぎに，以 lてのような構想にしたがって，どのように作業が展開され，どの
よ.うな結果が得られたかについて述べよう。
2.2. 県下事業所実態調査
2.2.1.調査 の概要
まず何よりも先に，県下の官公庁事業所を対象として，現在の従業員の学歴
構成と新規採用の状況について笑態をはあくしなければならない。そこで昭和
29年5月，県下の主要な官会庁と従業員10人以上の事業所に対して，質問紙を
毘布しs 記入回答を求める調査を行ったのである。質問紙の様式はつぎの通り
である。
。依頼 文。
産業教育振興法にもとづく新潟県産業教育総合計画立案のための
調をについてのおねがい
この調査は産業教脊振!Mi去にもとづL、て，新潟県教育委員会が， 本県における産業教
育総合計司を立てるためにおとなっている仕事の一部であって，EEj業のそれぞれの郊門
ごとに，高等学校(旧制中等学校をふくむ〉の卒業者数が従業員中の中でどんな割合を
しめているかを制べようとするものであります。
この調査の結果は，その他の鋭査とあわせて，高等学校の教育をふL県のp~業界や各銀
の職場の必裂に応じて合期的に3十周していくための貴重な資料となりますので，特別の
御協力をお煩し‘¥，.たします。
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なおこの調査票1'1.教育計画を立てるための氏料として， 夜、扱いとしますので蛍業上
その他鈎l迷惑になるようなことは絶対にいたしませんから， その点御理解くださいまし
てa 期日までに必ず御回答くださるよう重ねてお;m~、L、たします。
昭和29年 5月4臼
新潟県教脊事tU会
(調査票のとり扱いみ〉
1.この調査察は2通配布しまずから.このうち liliを費地区における制査奴回収責任
校lとお送りください。
2.調査察返送期日 昭和29年5月20日(木)までに必着するようお差出しくださレσ
3.調査察の送り先上記1の学校あてお送りくださし、。
。調 査票。
会社事業所|
名官公庁名|
所在地 |
??
戸区Bj l 
町
村
器官公庁は記入の必要ありません ※記入の必要ありません
I 従業員の学歴別構成状況
(1)学歴別の従業員数
f昭和29年4月初日現在常勤の従業日の紋終学涯を次にあげた三つの段階に1
kわけでそれぞれの段階の学歴に相当する人数を記入してくだをい ¥ ) 
| 高等教育卒業者 | 中等教育卒業者 |義務教育卒業者 | 計
大塁間繰iその他d新制鰍旧f凶|その他のlF121く安芸 '
い♀高ミェシ:五『ヲ | 話i中学.旧制実業 I~，;;.;~;mlrFF守翌〈間l範|教育機関旧制臥 |数行機関|報酬もふく
|もふくむ) I I I~ "，'l fi'll>'- I Iむ〉
I I@ I 
人1 人l 人|人i 人 人
く注〉・ 「その他の教育機関」とは.たとえば.逓信講習所，無根電偏秘密所， 指定看
護綴又は保健婦養成所などの符極技能者.ft成機関や11[関係の諸学校などをさし
ます。入学資絡，修業年理主.科}JIJC普通科，本科など〉によって.高等教脊の
学m:~.こ入れるか，中等教育の学歴に入れるか， いずれかに数えてくださL、。
・職業補若手の講習や戦場に直結してし、る技術訓絞などは学歴とみなしません。
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4 . 
(鉛課程別の中等教育卒業従業員数
(1)の中等教育卒業者の内訳にういて新制高校卒業者と旧制中等校卒業
者にわけて課程別にその人数を記入してください。 (1)の@の数と(2)の
⑧の数とは一致します。
院に!1i;218i昭5112騨|計j詰|合 計
局!12黙殺到~L_6I~I_J___hI~1 人///
新制高校卒業者
人
昭25-の水業者2_1~1_一刻一一刻一__LI_ム」ムし__hl_ムLーーム
I I I I I I⑮ 
計 I I I I I I I 
l 人l 人l 人| 人| 人|人| 人|人| 人
E 最近5か年間の中等教育卒業者の新規採用数
(2) 
(昭和25年度から昭和29年度までの各年間の中等教育卒業者の新規採用数を新制高校卒業者と旧制中等校卒業者とにわけて，課程JJI:~~.7Cの人数を記入)
してください
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----課程}jGI日制高中I旧 業制I旧 業叡1旧 業制I旧 産制 I|!日 科円制
採用年削---J• li.tc浪 商 工 水 害女| 言十
面昭E(ー1I百和月R一~~五2152て月丹年〉F 一 一 一一
一 一昭( 和 27 竿
1月一12月〉
昭和 2ヨ年jl 1 ， I I I l' ( 1月-12月
昭和 29 年〉
調査票発送数および圏収数はつぎの通りであった。
〔事 業所〕
『¥¥¥規¥模別¥ | ル 29人ル49人ラ…以 11')0人~ 計
新潟県内事業所数 5.320 821 357 249 I 
抽 尚 ~t 予三 J4 7f 金数
調査票発送数 935 180 157 254 1，526 
調査票回収数 497 98 102 159 85岳
回収率 oの 53 51， 65 63 56 
〔官公庁〕
調奇襲発送数 553 同回収数 423 回収率 76.5% 
調査票の発送ならひYこ回収に当つては，県下の職業課程をおく高等学校の企画
的な協力を得，約1か年の期間内に予想以上の回収率をあげることができた。
ここで.調査手続上の問題点を若干付記すると，
① S人以下の零細事業所を調査対象としなかったこと。
新潟県内の事業所数は昭和26年7月1日現在総理府統計局調寮によれば.総
数86.757，総従業員数408，846人であり.そのうち従業員S人以下の零細事業所
は，数において 83%の 80，010，従業員数において 47%の 193.4~0人を占めてい
る。左くに第3次産業である卸小売業は従業員数の80%.サーピス業は67%が
B人以下事業所に属している。
したがって，これを調査することは必要なのであるが，調査技術上の問題と
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そに手数をはぶかなければならないとし、う事情で除外せざるを得なかった。
⑨学校を除外したこと。
学校は，中等教育卒業者とくに新制高校卒業者が助教諭之して相当に入って
いる職場である。しかしながら，教育行政の方針が，遂次助教諭を整理し，有
資格者に切換えて行くという方針なので，こんご採用される余地は少いとみて
この調査の対象からは除外した。
@公社関係を事業所の枠に入れたこ之。
国鉄r 電通，専売などの公社および郵政関係は「日本標準産業分類Jと同様
にr業務内容によって産業分類をしs事業所として取扱い，官公庁主して取扱
オつなかっTこ。
2.2.2. 調果結果の考察
2.2.2.1 従業員の学歴構成状況
団収された調査票によって，木県事業所の学歴構成状況をみると第2.1.表の
ようになる。
第21.'3安 新潟県事業所従業員の学歴構成
|実数 1 % 
¥ 学働1] I高等|中等|義務 I <1"+ 1高等|中等 |義務|
J 産業別 ¥-J教育卒|教育卒|教育卒| 言十 l教育卒|教育卒 |教育卒| 計
農業 31 501 481， 1011 8.01 49.5
1 
47・5 100 
f 林 計業〕 5 44 40 89 5.6 49.5 44.91 100 
1 21 31 61 16，71 S.~ .3 50.01 100 
ム(第1水次P転産業 別 (96)1 (91)1 (196)1 (4.6)1 (49.0) l，~6.4) t100 
鉱 産造設業計築業〉 134 404 3.248 3，896 3.4 1s.71 83.9i 1矧Iz0d 叩t別i 建 2191 921 2801 .94711 551 238 712'
1，7111 6.5911 32.8341 41.1361 4.21 16.0 79 
1 く第2S4次 (2.064)1 (8.005)1 (38，910~ (48，9'19)1 (4.2)1 (18.8) (79. 
卸小売業 4521 1.7341 4.2431 6，4291 7.01 fIfi.O 61 
金融業 3971 1.91il 1.6251 3.9391 10.11 48β ~!，~I :~~I 
速道会議 7541 6訓91 16，1561 23.22911 3.21 fIfiぷ 19・1 1~~1 
サ ーピ ス 4681 1，3341 1，6271 '¥42911 13.61 38.91 47.5' 1001 
公務 2.0021 7，7811 7，0991 16，88211， 11.91 48.01 -42.1， 100 
(第3次産業計)1 (4，073)1 09，085)1 (30，750~ (53，908)1 (7.6¥1 (35.4)1 (57.0) (100~ 
合 計ふ146127.1 
~ 9 ~ 
これを，わかりやすいようにグラフで示したのが2.1.図である。ここでは，
文部省調笠による全国的傾向をも示して，本県の特色をうきぼりにするよう臨I
慮した。
第 2.1.図
J霊
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この図によると，農，林r 水産などの第1次産業に中等教育卒業者が多いの4
で， 一見奇異に感ぜられるが←これは第1次産業の事業所についてなのでおっ
て， 一般の農家や漁業について言っていることでないことに御作意いただきた
い。その他の産業について・.学歴構成の特色をみると p 中等教育卒業者の比率.
が高いのは，金融業，公務z サーピス業などの第3次産業13、あって，かんじん
の製造業は16ノぐーセントという低率である。しかし，製造業と言っても結織業
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や食料品製造業のような軽工業から機械製造業のような重工業に至るまで，非
常に隔が広いのは，後でさらに立ち入って，とくに製造業については考察する
ことにしたい。
また，文部省調査課が調査した資料によって，全面的危傾向をみると，高等
教育卒10.7%，中等教育卒24.6%，義務教育卒64.7%となっている。調査の手
法は，ほとんど同一なので，本県のものと比較することは許されると思うが，
比較してみると，金閣は義務教育卒g 中等教育卒が木県よりやや少し高等教
育本がやや多い。このことは，本県産業カ，，やはり全国的にみて後進性をもっ
ていることの象徴ではないだろうか。
さて，問題の製造業については，さらに中分類にくだいて，その学歴構成状
況をみよう。つぎの第2.2.図は製造業を中分類にくだいてs それぞれの学歴構
成状況をグラツに示したものである。
これを見ると，中等教育卒業者が比較的多く入っているのは化学工業を筆頭
として，食科品製造，印刷，出版，石油，模核，金属製品r 精密機器などであ
り，極めて低率であるのは紡織業，衣服身廻品製造業，木材木製品，ガラス，
土石，その他の製造業などである。これらの比率はある程度，今後の高等学校
の課程の種別がどうあったらよいかを暗示するものであろう。比率の高い産業
例えば化学工業は高等学校卒業生をより多く要望しているものと判定してよい
し，逆に紡織業などは高等学校卒業生をあまり要求していないものと考えて差
支えないものと思う υ
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第 2.2.図 産業中分類別製造業事業所従業員の学歴別構成
????
主，
3億
/，7 
(数字は?の
義育教
実数
~ 
守4./ ( /.4/4) 
q /. It i(7.1 / q) 
耳¥7，'1 (436) 
87.タ (ロ d8)
宮2.2 I (2.4フヨ)
フO.σ {人ノ51)
74.3 l tλ16-; ) 
70.9 l(8.ノ22)
苫タ.5 l(/.4317) 
7Q.'1 l(2.549 ) 
ワ'1.1 (1.8/7) 
75.3 i(5.747) 
5主 6 ( 953) 
ヶ'1.6 1(4.546) 
77. '1 ( '277) 
i(I.24'B) 170.0 
く注〉ずム製品製造業は調査対象に骸当しなかったため除く。
2.2.2.2. 中等教育卒業従業員の課程履修状況
つぎに，中等教育卒業の事業所従業員はどんな課程を履修しているのかにつ
いて検討しよう。調査結果のうち， 中等教育卒業とみなされた各種学校卒業者
を除いた24，2B7名について?中等学校における履修課程を産業別にみると，第
2.2.羨のようになる。
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第2.2.表 中等学校卒業従業員の課程履修状況
(突数〉
》点竺|普巡|設業[工業|商業|水渓|家庭|定時制|合評|
決"* 埜〆一暗註長ζ 1宮 う 44 業 10 25 2 2 39 
(第l水i欠産産業計業〕
2 一 一 2 
(27) (40) (7) (2) (2) (85) 
鉱建製 設 業
156 47 144 ヨ 17 15 476 
299 86 10: 18 2ラ 834 
1，964 620 1，402 19 303 456 6，317 
(第2次産造業計業〉 (2，419) (753) (1，951) 0，617) (23) (338) (496) (7，627) 
卸小融ヲE峯業: 648 164 
182 444 2 115 107 1，662 
957 169 3ヨ 603 7 58 36 1，870 
巡金サー通ピス 2，226 340 849 14m 402 50 53 801 -1 811 321 698 く第3次産業1it) (4，233) (723) (，119 (2，318)1 (12~ (374)1 (408)1 (9，187) 1ト.、 ~~ (3.667) (1，423) (641 (1 041)1 (57)' (332~ (227)1 (7.3悶
.g 計 10，346i 2，939 3.71a 日13i 9211.046] 1，13324，287 
oの
海F1普通I~ ~~ I工業|商業|水産|家庭|定附|合計
E錦1最水次産産主計重業〉
84.1 11.4 一 ， 100.0 
25.7 64.1 5.1 . 5.1 100.0 
100.0: 一 一
{2z10o0o09td 別1 (91.8) (#.7.0) (8.2) CM) 
製主鉱主 業
32.8 9.9 80.9 0.6 3.1 
85.9 10.9 12.1 0.1 2.9 io:ol 
CW; 2次産造設業計業〉 0.8 24.6 22.1 0.9 4.8 (9.9) (25.6) (21.6) (0.9) (4.4) (6'5)1 (100.0 
卸小7定業 9.9 10 26.7 0.1 6.9 100.0 
巡金融業 9.0 1.9 92.5 0.4 9.1 1.9 
2同2引通業 J14.9 6.9 17.1 ft9.0 0.1 :sA 4.7 100 
サ ピース業 fi7.6 7.2 7.6 11.4 。11.6 4.6 100 
く負iD次産業計〉 (41.1) (7.9) (1U) (25Jl) (0.1) (4.1 (4.4) (100. 
A γ、 ~% (40.8) (19.2) (U.l) (0.8) (4.5) (8.1) uoo.ol 
会 言十 42.6 12.1 20.6 0.4 4.3 4.7 100.0 
く;;ì)公務は取扱いの都合上第 3~Øf業からとり出して見11わくとした。
これを，わかりやすくするためにグラフで示したのが第2.3.図である。
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第 2.3.図 巾等学校卒業従業員の課程履修状況く数字は?の
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これをみると?農業，林業，建設業を除いて，普通課程履修者はあらゆる産
業の中で最も大きい三与を占めていることがわかる。とくにs サ F ピース業，金融
業，公務などでは普通詳濯履修者は約半数を占めていることになる。農業課程
.履修者はやはり林業や農業に多い。そして，公務においても比較的に多いこと
ほ注目すべき現象であろう。工業課程は建設業，製造業，鉱業などに多いし，
商業課程は金融業，卸IJ、売業などに多い。こ主に課程の目的をよく生かしてい
ると言うべきで為ろう。水産課程は課程をおく学校が県下でわずか1か校なの
で〈昭和33年3月現在では2か校となっているが新設の1校はまだ卒業生をだ
Lていなし、。〉卒業生が少いことはいたしかたないであろうが，家庭課程や定
・時制課程の卒業生が比較的少いことは問題之なろう。
2.2.2.3. 高等学校卒業生の新規採用状況
つぎに，新制高校および旧制中等学校の卒業生は最近毎年どれ位県下の官
会庁や事業所に採用されているかをみよう。このことは，学校に依頼して調査
した卒業生就業状況調査によって，間接的に知ることができるが，ととで、は，
・直接，傭い入れ先にきくことによって，正確な数字をとらえ，高等学校生徒定
一 日ー
員計画立案の基礎的な資料にしよう主したわけである。との調査は標本調寮な
ので数字はそのまま総数を示してはいない。しかし，大体の傾向はみることが
できると思うので，以下これについて述べてみたい。
第2.3. 表は県下1 0人以上事業所が昭和26年~28年の 3 か年聞に新規採用した
新制高校ならびに!日制中等学校の卒業生数を履修課程別に示したものである。
なお，実態調査の際は5年間の数字の記入を求めたが，あとで卒業生就業分布
調寄 (9l和28年1月1日当研究所実施研究紀要第10集所収〉の数と照会する必
要を生じたので集計は3か年分としてある。
これによるとr 新制高校卒では，製造業の新採用が最も多く，会務がこれに
次いでいる。!日制中等校卒では，やはり製造業と公務が断然多いがとくに公務
が多いこ之は注思すべきであろう。全体としては新制高校卒より fS制中等校卒
が多く採用されているが，これは旧制jから新制への切換えの直後なのでこのよ
うな頃向を示しているのであろうと思われる。
第2.3.表(1) 最近3か年県下事業所新制高校球新規採用者数
く実 数〉
瓦戸別|普通|決業|商業|工業|水産l家庭|
仁tsl喜水次産産築計重業】
2 3 一
5 4 
一(7) (7) 一 一
鉱建 設 業 40 1 10 28 79 23 17 128 1 71 
〈第2製次産造業計業〉
ヤ14 94 292 710 1 56 
(833) 1118 (319 (866) (2 (6¥: 
E第3卸混金サ公次退ー小産融会ピ業売主7.昔象業君務日主
356 31 113 79 1 21 
413 51 177 11 2 
501 26 85 94 1 
136 B 19 24 
792 196 99 160 2 
(2，198) (312) (493) (368) (6) 
言十 3，038 43'7 812 1.234 
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第 2.3.表(2)
----~ 課程lJlj I 、 ，".'=fi'， I日
産業制 "-....1高
農業
林業
水産業
〈第1次産業計〉
2，900 37 349， 12 
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371 1，443 
鉱業
建設業
製造業
(第 2~欠産業計) 1
卸小売業 |
金融業 1
速通公益終
サー ピス~~主
公務 l
-「音ト
(ラ6)
二言誌でJE211日決 11日商|日咋吋 計 1新合 計田|i 
〈第1意水次産産業計重業〉
0.8 031 0.2 
0.4 {oj {104) {1. 
(第2鉱建袋1;{産造設業計業〉
1.1 1.1 2.3 2.7 1.7 1.2 
2.4 1，.1 U.6 2.9 6.3 
14.3 23.5 2804 10.8 31.7 00.1 
(17.8) (28.7) (lt.5.!1 (13.5) (31.3) (10.6 (35刈
〈第3卸童会サ次通小産融公ゼぢd義集E夫計妻諜喜話長事〉
8.1 13.0 9.5 2.7 6.3 11.6 11.0 
11.8 7.2 1.1 8.1 2.1 1.1 9.7 
7.0 15.2 8.3 2.7 7.1 9.3 11.8， 
3)1 1，.8 1，.0 18.3 1.8 ft.6 
50.3 30.9 31.8 73.0 28.7 87.9 27.5 
(75.0) (80.8) (71.1) (54.7) (86.5) (62.5 l71.7) (6ft.6j 
百十 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 ;00.0 100.0 
2.3. 需要数推定作業の経過と結果
2.3.1. 新潟県将来産業人口の推定
以1-..県下10人以上の事業所および有企庁を標本調資した結果について述べ
てきたが，つぎに，第2段の作業として，本県における将来産業人口の推定を
行ったので，そのあらましを述べよう。
前にも述べたように，この段階では，全面的に県企画課の教示をうけた。つ
ぎに示す種々の統計資料はすべて県企画課より提示されたものである。
まず.本県の人口問J態と将来人口の推計は第2.4.表の通りとなっている。
これは，昭和25年度2，460，887人を基数として， 出生率，死亡率，自然増加
率，流出超過人口ともに逓践するものとし，実績も勘案して，年間増加概数
5.000人~6，000人とみて推定したものである。
つぎに，総人口に対する有業人口の比率を累年別にみ，さらに昭和25年度に
おける比率46.5%をそのまま昭和38年度における本県人口(第4表で@印を付
したもの)2.534.00人に掛け合わせると昭和38年度における木県有業人口は一
応1，178.000人と算定するこ之ができる。
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第 2.4.表 新潟県人口動態ならびに将来人n推計
ふ 人 U 動 1扇 将来人 u総計山|死亡率|自 室|続出超過 ヲミ 数 I~ì};:}JJ即日微量H 人 口
(%'0) λ 
昭和 25 2，46仇.9849λn 7 
26 !P.R 11.2 J 割 ス466 5，843 27 s5.7 10.0 33 2，473，000 6，160 
28 9.8 32 2/:78，000 5，000 
29 29.7 9.8 30，000 2.483，000 ラ，000
30 9.4 1/1.91 2.48'<雪，000 5，000 
31 21.7 9 .0z; i 12.5 26，び〕つ 2，493，000; ラ5，.O00円32 1 00.7 242，0on0o  2，498.000 33 00.2 8.9 11 2，504.000 ラ，000
34 1[1.8 8.8 11 22，000 2，510，000 6，00日
35 19.8 8.8 22/)0円
説明
6，000 
36 i 8.8 
22 •• ，0O0D0! 1 1 
6，000 
37 19 8.8 6，000 
38 I 19 8.8 11.0 6.000 
新潟県有業人口悠定票
ぬた:1比率(開 X100) I突 数
吠;笠 9 52.0 一昭和 5 48.2 
η 15 47.0 
" 22 47.0 " 25 46.5 1，143.9'33 " 38 48.5 1，178.000 
さらに，本県有業人口の産業別構成比率を年次別に示すと，第2.5.表のよう
になっている。これを，わかりやすいようにグラフで示したのが第2.4.図であ
る。
これによると，本県は伝統的に第1次産業人口とくに農業人口が多く，金右
業人口の約60%を占めていることがわかる。全国に比較すると，企図の農業人
口は全有業人口の約45%であるから，本県はたしかに「農業県」の名に値する
ものである。しかし，県企画課の資料によれば，約70万の農業人口のうち， 2 
割近くの12万は潜在失業人口であって，この人びとをどのように完全彦燥化し
ていくかに本県の労働行政の課題があるとされている。したがって.農業人口
が高率であるということは近代産業の形般からみれば，やはり後進性を免れな
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いと言うべきであって，本県は，できるだけ早く，第:.2次，第5次産業の比率
の高い，工業を中心とした雄業構造に脱皮していくのが課題であると言うべき
で為ろう。
第 2.5.表 新潟県有業人口産業別構成比率(数字は?の
孟戸と!大正 9I昭和 5I " 
没水林 産 業
62.8 61.5 61.0 
0.8 0.6 0.9 1.3 
1.2 0.9 0.7 1.0 
く第l次産業計〕 (64.8) (68.0) (60.5) (63.3) 
鉱建 設計業〉
0.8 0.6 1.0 1.0 
fJ.7 3.6 2.9 3.4 
製造 10.5 1.'i.6 14.1 
く第2次i産業 (14.0i (17.5) (18.5) 
卸金小息ピ売λ苦業務
7.5 10 9.1 4.8 
0.3 。 0.5 0.5 
速道 2.9 3.4 3.61 .U 
サ ー 6.2 6.9 s.IJ， 6.2 
公 1.4 1.7 1.fJ 1.9 
(第3そ次産の業計他〕
2.9 0.1 1.0 0.6 
(22.6) (22.0) (lR.2) 
~ 言十 100.0 100.0 100.0 
第2.4.図 新潟県有業人口産業別構成状混
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県企画課の考え方もほぼこれに近く .第 1次産業人口は亙次減少させ，第2
次第3次産業を増大‘とくに第2次産業を増大さーせることを企図している。第
2.4.図は，そのすがたをsはっきりと示してくれるo
以上は有業人口の産業別構成比率の推移によって，本県の産業の進路を展望
-:-19 -:-
したのであるが，つぎに，数字によって産業別の増減をたLかめよう。
第2.6.表に本県の昭和25年における産業別有業人口(実数〉と昭和38年に綜
ける産業別有業人口(推定数〉とを比按しその増棋をみたもので、ある。
第 2.6.表 新潟県産業別有業人口構成の推移
LF11昭和 25I '/ 
λ 人 λ 
ま林ミ 業 681，072 641，000 -40.000 
く第1水次産産業計業〉
9.873 12.000 2，000 
10.203 12，000 2，000 
701，148 665，000 -36.000 
E第2製量次産造殺業計童業
8.079 9，000 10000  
51，846 56，000 4.0 
1286，6ラ57 172，000 45，000 
186.582 237ρ00 50，COO 
飼l小売業 94.40う 1 180， ，O00 1ラ.000
速金道融公益 48，.05855 1 000 5821， ，O00 3.000 
公サー ピス業務 76，830 000 5，000 
28，040 2う，000 - 3，000 
そ の言十他〉 ~? 一く第3次産業 256，253 276，000 20，000 
f; 計 1，178，UOO， 34∞1 
， 
これによると，減少を予定されているのは農業と公務であり，他はすべて増
大を予定されているが，製造業の45，000人，商業の15，000人はとくに治大を期
待されている産業であると言うことができる。
さて，そのうち製造業は， どのような形で発反することを予定されているの
であろうか。試みに，県企画課の資料に当ってみると，つぎのようになってい
る。
これによると，天然ガス，石灰石などを主原料とする哲，気化学工業を，新潟
地区，長岡地区，直江津地区に張興していく，しかも，それはおおむね大規模
工場であるというこ之がわかる。
さらに，他の産業について，県はつぎのような規模鉱大と人口収容予想をも
っているので付記しておこう。
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製造業の拡大はお気化学工業を中心とし，更に之に制連する各種工業
を含め，概ねつぎのように予慰される
地i筆端「在建設問 | 区 場指定申鋭なも部の .将来新設又は酬の予想されるもの 計
|合成繊維硫安，熔怯燐肥板ガラス
F 
新く2工場〉 く4工場d) メタ/ール，石油
約く拡 t長〉 9.000人
(新設7工場〉 8.500人 34.300人
1潟 986人 828人 (中小企業〉 15.000人
(小 計〉 32.500人
チタエウム， 石油
長 く3工場〕 く1工場〉 (拡 i反〕 3.000人 約
(新設2工場〉 1.200人
同 567人 130人 (中小企業〉 3.500人 8.4∞人
(小 計〕 7.700人
熔1生燐目巴ポメーノレ
官主 C 1工場〉 。工場〉 (拡 狼〉 2.000人 約
江 (新設2て場〉 2.000人
rlt 50人 1.720人 (中小企業〉 1.500人 7.300人
くづ、 計〕 5.500人
計 1壬臥| 2.678人| 46.000人 約印刷O人
機要I指開始定済叉操は業建I依拠資料あ 同 ，伝
設中
木県産業のテゴ人れは電源開発である。
昭和:i3年に完成を予処1される只見第一期の奥只凡225.COOKW.国子倉 150.000
KW.黒叉第一61.5nOKW.計436.500KWのほか引続き只見第2期工事.工事
中のl県営三回第2期22.200KWならびに具体化の段階に入りつつある荒川43.60
OKW.消耗!:Jli25.:30KW.胎内川等電源開発の見通しは極めて明るL、。
~ 電源開発右中心として.更に土地改良事業等の主主設業の雇傭矯大は常時 4.000
人以上の収符は可能となろう。
工業の振興に関iliする原料鉱業の拡大 1.000人
未開発地帯の開発に伴う林業の拡大 2.000人
離島振興の漁業必地盤的に基く水産業の拡大
以上より第3次産業とぐに商業，サーピス，巡i車業等の拡大 2.000人
操業;こおいては.上地改良による二作毛，開妬等により12万人の潜在失業のう
ち2万人は完全就業nf能となろう。
庁、ι、シ
?????
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昭和38年における10人以上事業所従業員中の中等教育卒業者・
?
?
???????
? ?
?
?
??
?
?
?
?
?
? ??
?
??? ?
?
??
?
?????
??
? ? 。?
?
?
?
?
?
?
???
?
?
?
????
?
?
?
?ー
??
?
?
???
?
???
?
?
???
?
?
?
?
?
??
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
???
?
?
?????
?
??
?
????
? ?
?
?
??
???
?
?
? ??
?
?
?
?????
?
?
??
?
??? ???
??
?
?
?
?
?
?
?
?
???
??
?
? ?
?
?
?
?
?
? ?
?
??
?
?↓
?
?
?
?
?
?
??
?
?
?
?
?
?????
?
?
? ?
? ?
? ?
?
?
?
?
?
????
?
?
」
?
?
?
??
?
??
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?? ?
?
?
?
?
?
?
?
?
?????。
?
?
?
?
?
?
?
?
?? ?
?
?
?
?
?
?
?
??????
?
?
??
????
?
?
?
??
?? ?
?
?
??? ???
?
??
?
?
? ?
53 
37 
418 
726 
出身課程別推定票
?
?
??
? ?
?
，?
?
?
??
?
?
??
?
?
?
?
?
?
5.710 
2.982 
4，431 
2.832 
4，376 
31.2 
40.0 
51.2 
44.9 
57.6 
18.301 
7.454 
8.654 
6.305 
7，596 
1.062 6雪58.7 49.61 3.737 
42.6127，458 
7.5321 務l公
9.861 15.3 64，453 言十
?
AxB B 現制 IB 現在1^ ~ n IB 現在1^ v n IB 現在1 A x B 1，:;: J-.;:t'~1 A x B 1;:;: J-.z:t~1 におけ剖 |における1"''1.> 1における| における
議劉欄別 1:鋒~I 課程別 12襲撃ま| 課程別 12皇室ま
上ヒ率に刈推定数|比率(灼|推定数|比準くml推定数|比率(列
1到H寺定家庭課程水産諜程
課程別
推定数
462 
725 
4岳
1.380 
ラ.998
21 
50 
132 
18.301 
7.454 
8.6宮4
6，30ラ
7，596 
100.0 
100.0 
100.0 
100.0 
100目。
???》
?
?
??
?
?
•.••• 
??
?
?
， ゅ
878 
514 
268 
151 
881 
4_8 
6.9 
3.1 
fd.4 
l1J 
??
『?
?
?
?
?
?，?
??
? ? 】 ?
?
?「
?
??
??
，
?
?
?
????
233 
3，029 
3.1 
4.7 
339 
2，771 
4.5 
4.3 
60 
258 
?
?
?????
?
?
?
?
|産業別
産
?
????
設
製造業
卸小売 業l
-金融 業l
i速道会益業l
lサーピス業l
17.¥. 仁1.>，'
計
さいっこ，昭和38年における中等教育字業従業員数から現在における中等教
育卒業従業員数を差し引き，それを今後昭和38年まで経過する年数(昭和28年
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• 
らか約10年聞とする〉で劉って，毎年，本県10人以上事業所で増加を必要とす
る中等教育卒業者数とした。
県下10人以よ事業所従業員巾，中等教育卒業者の増減推定票
10 |ぷ~I官吋一|る 教数育卒 おける中等民教合ー従 卒業従業数矧滅 毎年増減数
λ 人 J、 入
農林水鉱 業築
508 462 46 一 5 647 725 78 8 
産 38 46 、 8 
1.249 1.380 131 13 
主 設 5.609 5，998 389 39 
13.031 18.301 5.270> 527 
号.9事4 7.454 1.500 150 
8.634 8，654 20 2 
速金サ 道ー 公ピ 益ス 5.812 6.305 493 49 
7，336 7'5% 260 26 
A宮s、;: 務 8.088 7.532 556 う/
計 56.906 64.453 ⑧ 7.547 ③ 753 
〈注〉④の数は小数点1位以下4拾5入した数の合計であるから正被に③L竺乙とはな
10 
っていない。
2.3.4. 高校卒業新規採用者数の推定
県下1 0人以上事業所において昭和26~28年の 3 か年聞にs どれだけの新新規
採用があったかの実態は2.5.節で詳細に述べた。ここで怯， そこにあげられた
数を基礎として， 最近3年間における産業別の高等学校不業生の新規採用数を
推定しよう。この推定の方式はつぎの還りである。
3か年間
中等教育卒新規採用数=産業5.lij従業人員総数x
サγプノルレ調査中の巾等教脊
z伴存勤
サンプノルレ嗣査人員数
この方式によって産業別規模別に高等学校卒業の新規採用者の総数を推定し
た。
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高等学校卒業新規採用者数推定票
規模別 | 10 ~ 29 人 30 ~ 49 人
左卒用数の!l必A民雌総E業妻在女来IA x.Q サ 左のA産業在のうち a サ b ;lr:q)IA ~!!ì'!::~_ ~ 
調査人 脊ち卒中等新別従業人卒中新等数教規育採語Iii1iii産業別 '¥.. 1員数鰍吋総数用 I"""" "'~I~"-'~ I~推定〕
段 さ長
島l¥ 業
くml水7欠建産築計業〉
鉱主 設 紫業主祭
(第2製次搾造築計〉
(第3童卸サ次小重量巡倣ヒ集f広ス計業実〉
F
一
ιλh Z発
合 言十
規模別 l 
産業別
操業
林業
水族業
(推短〉
37 4 992 107
1 
141:J1 
45 5 1521 44 4 81 
争 114 一 1401 (88) (9) (2，627')1 (44) (4) (534 
127 243 う 722 
58 5.6391 521 304 11 3.427 
97 27.268 1，121 2.222 65 11，903 
(81) ¥16.052 
1 951458司高
14.523; 1.6431 210 
2312
。
1
目
642
国
81 
; 
引
1 
13.392: 1.4361 116 
l1“
3712693
司
M
l1tu34 
1 
5 
1 
S 
3.6141 49 468 
259
今
219
刀2a 
1 
17755277 
(4，191) 
((4&{38843F1U4J06
引
78i
到
1 
745 
8，335 85，615' 5，848 
50 ~ 99 人 100人以上
66 
I 1151 
7 
m 
151 
124 
265 
(408i 
194 
627 
38 
110 
(969'， 
31 
1.415 
107 
176 
(第 1次産業計〉 (115) -1 (283)1 
鉱業 1 294 
il 設業 1 524 
~造業 1 3.656 
〈第2次産業計) (4，474) 
卸小売業 1 235 
金融業 1 65 
述通業 11.787 
サーピス梁 11.116 
く主席3次産主義計)1 (3，203) 
公務 11.226 
6， 925 
3ラ 3，5:0
1171 11，084 
058~ (15，ラ19)
181 842 
81 27'! 
621 2，895 
601 5，011 
(148) (9，022) 
811 1之26
A 
Eヨ 計 18，9691 お71 26.253 
191 ヲ.2ヨ21 57 7.858 
2311 2.4911 701 12.143 
3151 32.7121 1，1701 42.816 
(ラ65~ (38.'!35~ \l .297~ (62.8! 7) 
6到 5.10剣 2兜1 1，202 
34 2.2751 2841 i31 
102， 19，7081 4231 20.323 
811 1，46η451 1.523 
(282)1 (28.559)1 (1，051)1 (23.779 
811 14.2261 9301 14，226 
9281 81.2201 3，27創100.937
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さらに，この新線採用数を出身課程j_ljにくだいてみると第2.8.表のようにな
る。(課程別推定作業は紙商のつどうで推定票を省略する。〉
第2.9.~ 産業別課程別中等教育卒業者新規採用数〈推定)
ユザ空:_l普通|民業|工業 |商業|水産縦|同 計
〈務1号水次産産設計室業〉
27 53
1 一 lC7 
137 39 一 176 一 一(164) (92) 一 (283 
鉱組: 設 業
82 3 61 17 5 173 
424 94 455 94 102 1，217 
1，286 158 903 441 67 248 
〈第2製次i[f.造築計〕 (1，792) (2ラ5) (1，41ヲ) (552) 一 (120) (35ラ)
金卸小融売業 1，009 86 97 609 69 102 
1.228 327 2 510 18・ 45 58 
巡辺業委 401 28 581 70 l 24 4l 
サーピス 418 111 11 12ラ
く第3次i!li業計〉 (3，056) (552 (421 ~ (1，238) (19) (149) (327) 
主b 務 (616 (168 (59) (1 ) (12) (! 14) (1，089、
dEh 3 計 5，628 1，007 1.849 20 3081 796 11，627 
2.3.5. 高校卒業生に対する需要増加数の推定
さいどに，こんどの本県産業の発展に伴う労働力の需要に応ずるため，高等
学校は，毎年，どれだけの卒業生を供給しなければならなし、かについて推定し
よう。
つぎに掲げる推定票は，本県事業所は，今後毎年どれだけの卒業牛.を需要し
ているかについて推定の経過を示したもので為る。
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木県事業所の高校卒業生に対する需要港数推定票
誌ト~I智112君臨時議時総
決業I 91 361 - ~l - 21 
i;ilijj12jlj 
製 造 害義 545 1，034 527 193 i20 
倒I小売業業-、シ“位ム
346 657 150 604 7ち4
巡金通融公害生
404 729 2 。 2 
319 208 '¥9 10 59 
サ ー ピス業 627 326 
' 
26 53 79 
Jλ，- 務 443 363 57 。- ，57 
木 邑町守丘戸 令 12定 651
Eす 3.524 3.8761 7531 8881 1.641 
〔正主〉① A欄就業分布調査は県下公私立高等学校の卒業生の就業分布状況について.
全日宙uは昭和お-28年3月卒業生を昭和28年11月に. 定時i!計士昭和30年3月
卒業生を昭和ラO年11月に調査したものである。
この械の数字は全日制]は当研究所紀要10築 P.P.1S雪-1汚から県内被伐の3
か年平均を定時制は閉じく紀要13集 P.58から卒業後松宮起がかわった者の数
を引用したものである。定時制は産業別にわけて示していないのでここでは
不詳制に入れてある。
Cわ B級新規t乗用推定結果は， 第2.9.3長の数字'kSで行1Iって3か年平均として示
したものである。
③ C欄10人以上事業所新規採用毎年期加数は27ベーヅのjif;定緊の数字を引用し
たものである。
③ D欄 9人以下事業所新競採用毎年別加数は本弘法染別規模別事J業所従業貝数
(昭26.7.1現在〉を10人以上事業所と 9人以下事梁所にわけて，おのおのの全
体に対する比率を求め. 10人以上事業所の.T.Yi1m数とその比率とによって全体
の増加数を求め， これから10人以上の数を差し引し、て求めたものである。
ちなみ~;:- .本県臣室業別規模別事業所従業員数とその比率そ示す之つぎの2.10.
表の通りである。
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第2.10.表 新潟県産業別規模別事業所従業員数
突 数 % 
1ふで~1 9 ノ\以下 1 10人以上 1 計 I 9人肝 110人以上i計-
f是 業
業
:.647 2.316 28.9 71.1 100.0 
林鉱建)J¥ 
]，87ラ 2.179 14.0 88.0 100.0 
産 誉業3フ会H 長 58 242 300 19.9 80.7 100.0， 65: 1.0.249 10.900 8.0 94.0. 100.0 
設 17，9j5 24.i21 42.636 4l?0 58.0， 100.0 
製金意卸思 小造敵売， 業
14.183 93.151 127，ちき4 Z8_8 7839! 1 100.0 
73.855 18.3雪ち 92.188 80.1 19. 100.0 
2.530 18.33ち 21.519 11.8 100.0 
サー通ピ公ス益業
'3，55， 17.718 21.269 11.7 100.0， 
59，695 29.510 89.205 68.9 100.00 j J 
言十 193，413 216.4'33 409，B46 47.2 100.0
1 
この票によって推定した結果を検討するk・
まず，A欄の就業分布調査結果とB欄の新規採用推定結果とは・ 産業別に若
干の異同はあるにせよ，総計において大差がないことがわかった。これは，実
態調査による数と推定作業による数とがほぼ等しいということであり，この推
定作業が大筋において誤でとEいこ2こを認めてよいと思う。
つぎに，新規採用毎年僧加数の合計をみると，各産業あわせて 1，641となっ
ていて，これは現在の新規採用数の約43.2%に当る。したがって，現在の新規
採用数は，離退職の祇充として毎年恒常的に需要されるものとすれば， この
43.2%はこんご10年聞に毎年増加需要される数とみなしてよい。
結局，昭和3，8年を回途とする本県産業人口の増加に伴う高校卒業生に対する
需盟増加見込数は，現在の新規採用の約4割増にしなければならないこ とにな
る。そして，産業別には，製造業と商業が圧倒的に増加が見込まれていること
がわかったのである。
2.4.結び
以上・われわれは，県下10人以上事業所の従業員の学歴別構成状況と新規採
用状況を実態調査の結果明らかにし，これによって得た高等学校卒業従業員の
比率を，昭和38年本県産業人口増加数に乗ずるなど種々の操作を加えた結果，
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こんご10年間に毎年，県内産業被傭者之して増加すべき高校卒業生数を推定し
た。その結果，県内産業の発展に応ずるためには，高校卒業生中r 進学y 自営
無業の数は一応すえおきとして，被傭者数は現在の4割増3 しかもr その大部;
分は，製造業および商業に従事するために養成されなければならないというこ ・
とを知ったのである。この増加数の内訳を通常課程と定時制課程にわけるか・
あるいはその中を普通，工業s 商業などの課程にどのように分けるかは，われー
われとしては・ ここでは断定いたしかねる。しかしs 少くとも，商業従事者-
754人，製造業720人をはじめとして，建設業.サ{ピス業，J霊通公益業などを
毎年，現在の数にプラスして行かなければならない。これを単純に，学級増の
形で行うかあるいは無業者を就職するようにしむけるか，課躍の定員を変更し
て行くかはさらに検討すべき問題であろう c
とにかく ，以上のようにして，一応は，本県産業の高等学校卒業生に対する、
需要数の推定を終ったわ汁であるが，かえりみて，なおわれわれの心にかかる
ことはゆこの作業が，つぎのような前提条件を許容して行われたことである。
① 標本調査に当って，8人以下事業所を除外してあること。
こ札は，主として手数の関係で手をつけることができなかったのでらるが
実際には10人以上事業所従業員数と9人以下事業所従業員数の比率を求め，
この比率を利用して推定を行ったのである。
@ 現在の事業所における従業員の学歴別構成比率がそのまま将来にまで適用ー
されていること。
これはr 女部省方式では，最適規模(オプテイマム ・スタソグー下〉作成
委員会を構成し，そこで最適な学歴構成比率をうち出すことになっている
が，実際には行われなかったようであるし，われわれとしても手に余る仕ー
事なので，一応， 10年位は現状の比率を推移させても差し支えなかろうと
いうことで割り切ったわけである。
③ 県外より本県に就職する場合を考慮していないことn
県外の高等学校卒業生が本県内事業所に就職する場合もある程度はあるに
違いないが，その数は，そう 大きいものでないこ主が予想されるので，こ
こでは，今後の本県産業の人的需要は木県出身者でま.かなうとする態度を
とったので、ある。
以上のような前提条件が許容されるならば?われわれが推定した数は，じゅ
うぶん，本県高等学校の'生徒定員問題に対して，発言する資格を有するものと
思われる。
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3.農業自営者養成のための農業課程生徒数の推定
3.1.はじめに
言うまでもなく，本県は，その有業人口の約印%が農業従事者であり，之ぐ
に，米の生産額は毎年各都道府県の首位に立つ，いわゆる農業県である。さき
に，県企画課の資料によって，本県産業の将来は "農業人口の減少と商工業人
口の~普大ρ に指向されていることを知ったのであるが，これは，現在農業に収
容されてかろうじて失業者たることを免れている潜在失業者の減少を見込んで』
いるだけであって，農業そのものの意義を否定し，その縮少をも〈ろんでいる
わけではない。とにかし本県産業における農業の比重は相変らず大きしこ
れに従事する農業自営者の計画的養成は，商工業被傭者の養成とならんで，学
校教育の重要な課題である主言わなければならない。
さて，本県における高等学校農業課程(全日制〉卒業生中，卒業後自営者と
なる者は，われわれの調主主によれば，昭和 26~28年の 3 か年合計ーでは 1 ，406名
で，農業課程卒業生総数の約40%となり，年平均では約470名とL、う数になっ
ている。(注2)これだけの数は，はたして，これからの本県農業をになう高
校長業課程卒業者数として必要にしてじq うぶんなものと言えるだろうか。農
業が「百姓に学聞はいらない」と言われた原始的経営方式を脱却して，高度の
知識技能を必要とする近代的経営方式に遂次脱皮しつつある現在，できること
ならば，すべての農業自営者はp 全日制，定時制のいずれでもよい，高校農業
課程の教育をうけておくことが，国家的見地からもまた本人個人の幸福のため
からも望ましいととではないだろうか。
このように，農業教育の普及という観点から本県の高等学校農業課程におい
て養成すべき生徒数を推定した作業の経過と結果のあらましについて，以下に
述べてみたい。
く注2) 新潟県立教脊研究所紀要第10集 P.87 
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3.2. 農業課程生徒数推定作業の構想
農業自営者養成のため農業課程生徒数推定作業は産業教育振興法の趣旨によ
り，すでに他府県で、も行われているがp その多くは，例えば全県一律に1I町5
反以上の経営規模を有する農家数はいくら，その後継者が25年で交替するとし
て毎年いくらというように燈めて組いものである。われわれは全県一律に1町
5反以上というようなラフなものでなく，もっ之地域の実状に即した，より精
度の高い決定のしかたをしたいと考えた。こと~~;新潟県は荷積からいって全
国4位という大県で，その中には，蒲原平野あり，魚rnの山間地あり，佐渡が
島ありでf 各地域によって，農家の経営規模にはたいへんな差がある。したが
って，木県の実情に即した生徒数を推定するためには，どうしても，本県を地
域類型にわけ，その地域類型ごとに生徒数を算定しなければならない主考えた
のである。幸いに，・この地域類型のわけ方は，県農林郁農業計画室で作成した
「新潟県農業地域区分」を入手することがて-きたのでそれによることにした。
またz木県農家の経営規模別専業兼業別戸数は県統計課の資料・(注むを用い
ることにした。このように典拠資料について確信を得たので，つぎのような方
式によって作業を仔うことを決定したのである。
① 農業課程在校生の問身農家の経営規模の実態をはあくする。
② これを根拠にして，農業地域区分ごとに高校進学可能農家(以下安定農
家と称てする。〉の経営規模を決定する。
このさい，耕作反別だけでなく，山林面積も考慮する。
③ ②で、決定された経営規模に該当する農家数を，農業地域区分ごとに，算
定する。
④ ③で算定された農家数に世代交替率会 (25年で農業経営の責任者が焚替
するものとみて〉を乗じて，毎年，農業課程を卒業すべき望ましい数を
得る。
く注3) 新潟県統計課 「新潟県農家二三男実態調査報告書」昭和28年10月
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3.3. 農業課程在校生出身農家経営規模調査の実施
この調査は，現?と高等学校農業課程に在校している生徒の出身農家について
その経営規模の実態を知り， それによって，地域ごとに，高等学校農業課程
(全日制〉に進学させることのできる農家(安定農家と称する〉の経営規模fの
限界を決定するために行われたものである。
以下，その実施について.あらましを述べる。
調査対象となったのは.昭和28年4月初日現在，本県高等学校農業評程に在
校する生徒の出身農家全数 4，lQOである。
これは，学校から調夜諜を生徒に配布し，家庭にもちかえり記入してもらう
方誤をとった。
調査票発送期日は昭和28年5月24日であり，回収は6月5日でこの間わずか
2週間.それにもかかわらず 3.384枚.発送数の75%の回収を得ることができ
た。これはp 中継に当った7襲業課程をおく高等学校の熱心な協力によるもので
ある。
参考までに調査票の様式を掲げる左，つぎの通りである。
また.調査票の取り扱いについて，学校側に要望した事項はつぎの湿りであ
_'る。
① この調査はすべて(秘)扱いとし調査の目的以外に使用しませんから，
その官生徒にお話ーの上，実態を正直に記入するよう指導してください。
② この調査の対象となる農家は，農業経営を行っていて，農業事業体とし '
ての最低規模以上(本県では経営耕地調積2反歩以上〉を経営する普通
位帯をさします。
③ 専業農家か兼業農家かの区別は世帯員の中に農業以外の業を営んでし〉る
者や賃労働者となっている者y あるいは農業の年雇，季節雇，日雇など
に出た者があるかないか，または職員として役場，会社，鉄道などに勤
めている者がいるか否かによってください。
・④兼業農家中第1種兼業農家(農業が主〉第2種兼業農家(兼業が主〉の
区別はむずかしいと思いますが，つぎのように解釈して〈ださい。すな
わも，農業が主か兼業が主かの区分は自家の農業に注ぎこむ労働量が多
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。 農家経営実態調蚕票。
都市
村|被誤差益家|鹿野霜時三語鯖雲|
耕地面積
戸宅号車昔士
商積
反 セ耕地面積
一_1.反一一三セ 計反セ
桑 鱒園 反セ
山 林 反 セ
(2) 
(3) 
1……人叫相続人
非相続人であるかきかせ寸
さい . く該当O~) 非相続人
第一種兼業農家とは良業を主として兼業を有する農家をさし， 第三種兼業品
家とは兼業を主とする農家をさします。
(1)の調査では経営主があなたの父である場合， 以下 2，3， 4， 5・ ・には
棄，，組父，祖母，長男.二男，長女とL、った関係で記入して下さL、。そして
あなたにあたる番号をOでかとんで下さい。
相続人とは必ずしも長男をさしτいません。実際に家の相続をする人をさし
ます。
経営主との続柄 男女別|数え年J最終学際
1 経営主 -J 
2 
3 一 一一4 
F 
6 
7 
8 
9 " 
10 
トー 一一一一
12 
年 悪 名内(男名女名〉
く注)1 
2 
仏) 動力主主兵
種目 |数
I~ ilIJ ~I 一一一吾
l発 動機 l
旦主埜主監L一一一一
1_'_'-盟塾盟主1-一一一
十諜警卜-
" 噴霧機
く注〉動力農具で共有のものがありましたら，その戸数を分母:
として数えて下さし、。例えば四戸てち共有していたらズの
如くiこ。
(6) 動物
音「す賓 IAA(羽〉数
馬 1
乳牛 |
豚 |
属羊 l
山羊 |
鶏|
一一克一一一 一 一
(5) 畜力作業機及び加工機
穐 目 個数
畜作 ま説
業カJレチベーター
力機 砕土.i幾
機製縄機
3 
????
?
??
?
????? ???? ????
? ? ?
? ?????
??
??
?
?
? ?
?
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震
? ?
??
いか，その他のものに注~こむ労働量が多いかによります。ただし，こ
の医分の判定しがたい場合は収入の多寡によってください。
1⑤農業専門語や読みにくし、字もありますから，一応事門語の内容や全項目
について説明してやってくださし、。
.3.4. 調査結果の処理
回収された談査票を，まず農業地域別，専業兼業別，相続非相続別に集計を
iしたが，その結巣を示したのが第3.1.表である。
これによると，やはり専業農家出身生徒は全体の59.6%を占めて最も多く，
十第 2種兼業農家出身生徒は最も少い。また相続予定者は，そうでない者より多
く， 59.7%となっているc このことは，やはり農業課程の生徒は専業農家の相
f続予定者が最も多いことを示すものである。
なお，地域区分は，県農林部農業計画室で策定した「県農業地域区分」によ
った。 じ第3.1図参照、)
第2種兼業農家は，この表でもうかがわれるように，わずか 8.9%という少
数であり，理論的に考えても，高等学校農業課程の卒業生がその経営者になる
ことはふさわしくないので，これからの作業ではいっさい考慮しないことにす
る。
つぎに・地域別，経営規模別に専業農家数および兼業農家数を集計した。栓
i営規模は， 3反未満， 3 反~5 反， 5 反~ 1 町， 1 町~1 .5町， 1.5町か2町，
2町，...3町，3町以上の7段階に区分してある。
地域のすべてにわたることaは.紙数の都合でできないので，ここでは， A地
ヤ域についてのみ，集計結果を示すことにする。
つぎの第3.2.表は専業農家の経営規模別数および比率を，第3.3.表は第1種
二兼業農家のそれを示したものである。
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第 3.1.図 新潟県農業地域区分図
持IO~
ιコ日~ c匡言
。阻国D E~ F臨翻
6C二J H匿謹置
-38ー
第3.1.表 高等学校農業課程 L全日制〉における農業地域別
農家出身生徒数
専業 i地家 第一種兼業良家第二種兼業農家 合 計
地域番号
相続人!喜突|計突内訳|計史的紋|計相続人!?日続|計
A- l ~ 6 伺目71 685! 17411伺お81'}ラ 241 59] 6411 4351 1，082 
Bー 1-10 ラ912421 8011 2071 1的 ラ731 49 ゆ1 M 457 122 
C-1 ~ 7 1 901 681 1581 251 451 701 41 8~ 121 1191 1211 240 
D-l - 6 1 841 471 1ち1 451 321 771 141 191 331 1431 981 241 
E-] ~1O 1 681 341 1021 411 331 741 15 日 281 1241 801 2041 
F-c 1 ~10 1 441 281 72! 401 281 681 1"11 81 211 971 641 161 
G-j ~ 3 1 61 101 161. 121 61 181 41 8: 121 221 24 46 
H- 1 ~12 1 . 181 241 421 161 271 4"11 101 251 3ラ 441 76. 120 計1.3~;1 7~~1 2，o~;1 5~~! 5~; 1 1 ，o~ 1 1 1~! 1 ~~! 2~~1 2.o~; 1 1，3~;1 3.;;~ 
総る引%に対す 59.61 1 1 81.51 1 1 8.91 59.71 40.31 100.J 
第3.2.表 経営規模 別 専業農家数
地番域号 I 叫岨 343i:|吋十 |219町|一|未 11l!J1 1.5illJl~ 2 町 3 以上相続人I続非相人 言十
西楠原郡 l安数 2 7 6 17 51 2ラ 51 64 115 
% 0，9 1.7 6.1 5.2 14.8 49.6 21.7 44.3 55.7 
南， 中市蒲 実数 一 1 う 10 35 201.3 3 36 28 三条 % 1.6 7.8 15.8 54.7 58.2 43.8 
A- 1 
三島， 台 突?数4 10 21 
36 雪2 3 83 
志、 1.0 一 9.7 20.4 34.9 81.1 2.9 80.6 
計 実数 2 2 18 31 63 124 41 170 % 0.7 0.7 6.4 11.3 2M 44.0 14.5 60.8 
A-2 北 性白突9数6 1 
。23 59 11 59 
1.0 8.7 22.3 57.3 10.7 57.3 
A-3 中頚城 1突%数 6 38 62 39 2 108 39 4.1 25.9 42.2 .26.5 1.3 73.5 26.5 
11029 d07i A-4!佐渡サ 33 49 31 1き ー 87 "l9 26.2 38.9 皐4.6 10.3 - 69.0 31.0 
A一5 岩粉蒲，西笑数 3 6 13 5 14 13 
6中% 一 11.1 22.2 48.1 18.5 51.9 48.1 100 
A iE』3 計実数 2 2 58 131 185 248 59 438 247 16080 5 ラ6 0.3 0.3 8.6 19.1 27.0 36.2 8.6 63.S 36.1 
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第 3.3.表 経営規模別(第1積〕兼業農家数
署管|地 域II蒜lZiT4叶
?
? 失数| ー 1 2 
%1ー 12.4 
361 '!91' 85 
42.51 57.81 100 
，81 17 
21j~1 20.0 
A-21北 蒲|実数|一| 1 ぷ| 1ー 1.9 
54 201 74 
78.0
1 
~.Ol 100 
231 53 
43.41 100.1 
A-sl中頚 斌 lザlご|二
A-41佐 渡!?lsjlsi ????
?
?
? ?
???
?
?
?
?
???
?
?
?
??
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
? ?
?
???
ゅ
??
?
?
?
?
， ， ，
?
?
?
?
?
???
?
?
??
?
?
?
?
?
?
，
?
，。
???
?
??
?
?
???
?
?
?
?
??
?
?????
?
?
?，?
?
?
?
，?
?
?
?。
??
?
?
?
? ?
?
?
??
?
?
? ? ?
?
?
?
??
?
?
さらに，事業農家，および第1種兼業農家について，耕地および山林面積の
平均を求めた。これも， 紙数の都合上 A地:域についてのみつぎに掲げる。
第3.4.表 専業農家耕地および山林商積の平均
国 |普通畑|附山図|制-
反 k p-セ 瓦セ /il k 3王 セ 反-I!
西 7前 平計均
2，467.1 2'3].7 7.3 一 2.706.2 193.5 
21.5 201. 一 29.5 1.7， 
南 蒲 平計均
1.356.5 133.7 34.3 1.590.5 
中 青白 21.5 8.2 0.5 25..~ 
A- l 
古
島 平計均
1.622.4 206.n 1.0 1.0 1.831.4 4532 
志 15.8 2.0 一 17.8 4.4i 
す十 平計均
5.446.1 637.4 4立.6 1.0 6.127.1 646.7 
19.8 2.9 0.2 一 21.7 2.91 
A-2 iヒ 2.145.9 172.2 2η.4 19.6 2.358.1 486.4 20.8 1.7 0.2 0.2 22.9 4.7， 
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〈ー -4
A-; 
A 
1.ラ12.5
12.0 
55L8 
ZOA 
1¥.976.8 
17.5 
?? ??
??
?????
?
?
?
?
? ?
第3.5.表 第1糧兼業農家耕地および山林薗積の平均
284 
10.5 
2.336.8 
3.4 
野!地域II 
A-41佑 波 1品
民 i岩船，商|叫
A-LICI崎市のー|半均
11m I 
A I合
???
??? ?
??
?
?
?
?
?
?
??????
?
?
?
?
?
? ，
?
?
? ?
? ? ?
??
?
???
?? ?
?
?
?
?
?
↑ ?
?
??
?
618.2 
18.9 
323.3! 
11.5' 
1.245.3 
14.7 
90.7.5 
17.1 
92.5 
2.4 
57.4 
2.1 
188.5 
2.2 
61.3 
1.2 
11.7 
.3 
12.8 
・0.2
4.9 
.1 
57.8 
1.(J 
4.6 
.9 
17.6 
8.5 
.9 
6.6 
.1 
ヲ.2
.1 
3.5. 安定農家最低経営規模の決定と安定農家数
1.0.55.2 
14.9 
336.1 
9.9 
130.4 
1.8 
47.1 
0.1 
1.2 
5.ラ
.1 
2.5 
3.0 
.1 
12.2 
.ラ
計 |山林
皮セ1
343.3' 
18.01 
722.4 
19.0 
382.lI 
19.8， 
1，447.8; 
17.0， 
970.2 
18.5 
1.194.71 
16.2 
P' ~ 
301.3. 
15.9 
95.3 
8.1， 
3%.6 
1，.7 
148.3 
2.8 
997.8 
13.5 
76.7 
2.1 
3.0 
.6 
1.622.4 
4.8 
、
9:.8 
18.8 
3，637.9 
10.8 
442.6 
1.3 
40.2.1 
11.1 
?
??
?。
?
??、
?
? ?
?
?
??
以上r 農業課程在校生の出身農家についてその経営規模を調査し，これを，
地域別経営規模別に集計することによって.経営規模ごとに，どんな比率で，
農業課程に進学させているかの実態をつかむことができた。
つぎにr 各地域ごとに，どれ位の経営規模があれば，その子弟を農業課程に
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進学させることができるか.としづ，いわば，高校進学可能農家〈以下安定農家
と称する〉の最低経営規模を決定しなければならない。このためには，理論的
には?単に経営規模だけでなく，詳細な農家の経済調査を行って，学費負担能
力を決定しなければならないのである。われわれは，手数の関係でそのような
手続きをとることができないので，一応，現状の進学状況を肯定し，大きい方
からかぞえて現在の生徒数の約80%までが含まれる出身農家の経営規模の範囲
を安定農家の範囲としたのである。具体的に言うならば第3.6.衰のなかで， A
-1西蒲原地域は高校在校生徒出身農家の比率が3町以上21.7%， 2 町~3 田1
48.6% (累計71.3%)， 1.5町~2 町 14.8% (累計81.65れとなって， 1 .5町~2
町の段階で8070を超えるので，この経営規模をもって，この地域の進学可能の
最低経営規模段階であるとしたので‘ある。なお，山間部や海岸部では，耕地お ‘
よぴ山林間積の平均も，決定にさいして参考とした。
その安定農家としでの最低経営規模段階を専業と第1種兼業とにわけて地域
別に示すと，第3.6.衰のようになる。
第3ふ表 安定農家最低経営規模段階
地域番号| 地 域12引開地域番号|地 域l 専良寸家|鍛1 極
町 町 商T 悶f 町町 町町
A-l 
西吉毎.中浦蒲
1.5-2 1~づ.弓 C-1 北，中蒲 1 .5-:~ :-1.51， 
:.5~2 1-1.5 C-2.3 古志，三島，他 1-2.5 1-1.51. 
三島，古志、 1-1.5 1-1.5 C---4 
佐西， 北渡. 中， 南精
0.5-1 1-1.5 。-5ム7 1.5-2 1-1.5 
A-2 北中 蒲 l宮-21-1.5 
A-;3 
佐岩船頚，城渡西，中蒲
1-1.511-1.5 D-1 岩式Ij船， 北蒲 1-1.5 1-1.5 
A-4 0.5-11 0.5-1 D-2.3 
東羽，西，頚f也城， イ也A-5.6 1~1.5; 1-1.5 D---4，5.6 0.5-111-1.51' 
B-1 中，商務，古志 1-1.5 1 【~: .5 E-l-lO 
B-2 
三北刈蒲島 他羽B-3 1-1.511-151IF-I-I0 0.5-1i :-1.5 
B---4 1-1.511-1. 
B-5.6.7 岩佐中.東船渡， 西頚城 0.5-111-1.5iIG-1-3 1-1.5 0.5-1 B-8 1-1.51 J"'"l. 
B-9.10 0.5-111-1.5IH-I-9 0.5-1 0.5-1 
つぎに，県統計課の資料により s 経営規模段階ごとの農家数をもとめ，この
中から，安定農家最低経営規模段階以上にある農家数を算定した。これを，地
域別，専業兼業別に示す之第3.7.表および第3.8.表のようになる。
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第3.7.表 地域別p 経営規模別，専業農家数および安定農家数
地域番号|郡 市 i議!とら|三九|1ZEド?MIryz132|主家安
Aー 1 I凶 消 1 117 2361 州 1.4:9jl1叫 2.992 688 ラ矧
向町中部 | 凸1 16什 88G 1 1.5511 2.1l6s 2.730. 498i ラ，344
三島，古志 1 65 10引ラ25~ 826~1 1.∞51 734j 391 2，604 
く計) 1 243， 5田 12，30引 3，79614，9241 6，4561 !，22笥 13.431 
A-2 1北浦 1 471 1131 773J 1.3731 1.681' 1.92ラ 25引 3品3
A-3 1中頚 城 • 1 461 1091 44411 1.1061 1.0321 4351 41 2.577 
A-4 1佐渡 1 641 14司1 7121 9391 3731 701 31 1.385 
A-5，6 岩扮，西，中部 1 131 2引 20311 348 1 4421 5341 8バ 1.411 
A ぷIL1 計 413 .904 4.440 7.562 8，452 9，420 1.576 22，667 
一 一
B-1 中間利J.古志 97 339 1.637 2，097 1.6日叫 1.:146 1弓 日.188
8ー 記 二三品i. 他イ也 1う 236 1.303 1.341 688 228 2 2，259 
B-3 岩j刈中t稿， 3ラ 98 564 840 676 353 20 1.889 B 4羽 122 249 1.126 972 310 44 1.32? 
B -5ん7'q:t.東，西頚城 223 538' 2，869 1，742 518 63 。5.192 
B-8 船 6 22 128 181 178 190 10 559 
B-9，10 佐 波 95 :74 ¥.02ラ 781 183 32 。2，021 
B 合 計 693 1，656 8，652 7，954 4，243 2，156 188 18.435 
一一一一一一
?
???
?
?
?
??
?
????
??
? ?
?
??，
?
。
? ?
?
?
?
?
?
?
?
??
????
??
? ?
???
???
? ?
?????
?
?
?
??
?
?
?」 ??
?
?
?
??
?? ???
?
?
?
?
?
，?
? ?
? ?
?
?? ?
?
????
?
?
???
?
??
。 ，
?
? ?
??
? ? ，
??
???
??
?
?
???
?
?
??
?
??「
??
???
?? ?
?????????
?
??
??
???
?
???
?
????，
?
?
? ?
? ?
?
，
?
?
??
? ↓ ↓ ↓
? ?
?
??
2.225 
683! 
519 
I 1.895 
5.322 
???
《?
。 。
2.068 
2.758 
3，521 
D 合 計 1 260 7251 4.2741 2，7171 l.O2'f 1 6821 901 8.347 
ー 一 一 一一白 一 一 一
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第 3.8.表 地域別，経営規模別第1種兼業農家数および安定農家数
I~反ド反 1: 反 1 1叶5町 1 2 町43町 15 定 |市 未満 ~ 5 反-1 町 .5町- 2 田J 3 以 k 家数
A-l 
西爾.中浦部古
277 4号7 776 304 388 89 1，206 
120 233 651 51 457 454 64 1，492 
三島，ci.) 宏、 85 150 572 47 306 182 3 96ヲ
く計 482 840 1.999 1，420 1.067 1，024 156 3.667 
A-2 
苦頚震波他
131 246 691 368 267 32 1，221 
A-3 91 
214814 B 0
1.046 442 12 え477
A--4 岩佐船，
101 5231 341 18 。 975 
A-5，白 19 163 1101 97 12 313 
A 合 計 824 1.528 4.422 3，513 212 8，653 
一
B-l 
言岩中刈割佐札語商東・務草羽船渡。西古頚志城
489 704 2，494 718 410 51 2，697 
B-2 268 402 1，226 67 316 106 1 1.094 
B-3 102 300 1，170 64 377 71 。 996 
B--4 158 448 1，426 6491 132 16 。 797 
Bーラム7 31ラ 83-( 3.337 1.5451 301 38 。1.884 
B-8 45 81 248 32017 2b
137 87 7 4斗8
B-9，10 172 410 1，124 51 5 。 3ラB
R ぷg. 昔「 1.549 3.182 ¥ 1.025 5，550 1，932 733 59 8，274 
C-l 
北i 北巾，渡?三持者中島
147 237 697 
31417 0 8 
201 17 1.043 
C-2，う 古佐志 ， {I也 94 279 569 内コ戸つ 16 。 477 
C一幸 13 58 290 17 18 2 247 
C-5ム7西， 南蒲 80 101 247 15 118 113 28 4，7 
C 合 官十 334 675 1.803 1.196 593 348 47 2，184 
一
D-l 岩東メI}ぬ.北蒲 69 151 545 316 217 130 15 678 D-2，3 羽，西，{!頚也城， 他 103 260 1.074 316 58 9 
。 383 
D--4-6 265 796 2.380 1，074 157 14 2 1，247 
D d日L 言十 437 1.207 3，999 1.706 432 1う3 17 2，308 
s-l-lO 2，040 3，811 8590 3，019 494 117 2 3;632 
F-I-10 642 1，147 3，214 1.031 232 53 。1.316 
G-l，2，3 178 332 7651 370 204 103 331' 1.475 
H-1-9 303 486 ]，1031 362 65 25 3 1.558 
一
総 言十 6，307 12，3681削 2116，717 6，509 3，380 373 29，400 
3.6. 農業課程生徒数の算定
以上，地域ごとに，安定農家数を算定するこ とができたが，つぎに，この安
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定農家の後継者となるべき者は必ず高校農業課程を履修した方が望ましいとい
う前提で，向営農民養成のための農業課程の毎年の卒業者数〈入学者数として
もよし、c)を算定してみよう。
第3.9.表 毎 年 農業課 程を 卒業すべき数
専業:良家 1 第 1隠兼業農家
地附1地 域 |安政家定数1;需二I地域番号 地 域 |芸家安腕
|西商.中部蒲A-1 商Wi.中務蒲
1.206 48 
ラ.~ 21 
31 •• A966ヲ29 7 
う9
三五h，(言古十〉志 2，604 10 三島，く計T守求〉 30 
13.431 う36 14~ 
A-2 
北中 頚部城 3.863 
1雪4A-2 北 部城 1.221 48 
A-3 2.ラ77 103 A-3 中頚 2.477 99 
A-4 
岩何4船，1西度， 中f~ï !.38ラ 55 A-4 佐岩 97ラ 34 A-5.6 1.411 56 A 5.6 313. 12 
A ぷ口』 計 22.667 904 A iロL 計 8.653 343 
B-1 ず三中島抱一肱古志 う.188 207 8-1 三中，島爾.7他m. 古志 2.697 10711 
B-2 東.他事船渡西 ;iE1 
90 B-2 1.094 43 
B-3 7ラ
B-3 北刈蒲東，他羽. 
996 39 
4 53 B-4 797 31 
B-ラ8ム7岩イ中£， 頚城 5.192 207 Bーラム7中， 西頚城
1.884 75 
559 22 B-8 岩佐 f活
44R 17 
2.021 80 B-9，10 渡 358 14 
B 合 計 18.435 734 B メE3Sh 言1・ 8，2i4 326 
C-l 北.中翁 2.225 89 C-I 北，中蒲 1.013 41 
C-2.3 1i志，三島.他 638 27 C-2.3 古志，三島，他 477 19 
C-4 
西佐，北渡， 中， 南部
ラ19 C--4 佐 渡 247 
C-5ん? 1，895 75 Cーち幻 西， 北，中， i'医務 417 16 
C d口h 計 5.322 211 C 合計 2.184 8う』
D-! 
北東メIJ部羽，，商.1岩頚也鉛主， 他
2，0681 82 D-l 北務，他岩頚船 678 27 D-2，3 2.758; 110 D-2，3 メI}羽， 383 15 
D-4-も 3，521 140 D--4-6 東，西城，他 1.247 49 
D 合 計 8，347 332 D 合 計 2.308 911， 
E-j-10 13，732 549 E-1-10 3.632 14ラ
F 1--10: 
2・ 105 F-1-10 1.316 号2
G-!，2，3 19 G-1.2，3 1，47ら 号ち
H-1..9 14 日-1-9 . 1，5ラ8 62 
ぷロ:. 計- 71，986 2.868 〆凪、ゐ 雪i 29，400 1.163 
ーのー
この算定の方式はつぎの通りである。
毎年農業課程を卒業すべき数=安定農家数X← L25 
J はー世代交替宍'で， 25年で農業経営の責任者が交毛きすると考えて挟定した25 ，.. I-"!-I .......-R-t-
比率であるυ
安定農家数r-1ーを棄じ十数を地域JI]，専業兼業引に求める之第3.8表の遁'-25""'= v/~ 
りである。
これによると，農業自営者となるために毎年高校農業課程を卒業すべき数は
専業農家と第1種兼業農家とをあわせて 4.031人となる。
さて.このように理想的見地から算定された数は，はたして実現するもので
あるかどうか。この点について検討してみると，最近の農業課程卒業生の進路
状況はっきfの第3.10.表のようになっている。
第3.10.表 農業課程主主業生進路状混
課程別 Z 学白ぜ|被保|無業|不詳|合 音f
全日制l 昭和28.3 474 80 28 1.，232 (8.0!1 (44.7) (38.5) (6.5) (2.3) 0001 
定時制 Ils和30.3 201 252 174 13号 4 585 (3.4) (43.1) (29.7) ロ3.1: (0.η 1100 
全日制と定時制は卒業年月が違うので，単純な合計はできないのであるが，
一応，ここで両課程を合計してみると総数1，817のうち約44%にあたる803が自
営者となっている。この数を，さきに算定した理想的な数字と比べると4.031十
'803当 5で約5分の1の散となる。ー したがって，専業農家と第1麗兼業農家の
うち，安定農家の後継者をすべて農業課程に収容するものとすれば，現在より
約5倍の生徒定員構が期待されることになる。この 4，031人を全日制に何%，
定時制に何%収容するかは，教育行政当局の方針によって快走されるべきもの
であろう。
-伯ー
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4.結 論
さて，かねてから社会的要請を適確にはあくし，その上に立って計画的に人
材養成を行うことの必要性を痛感していたわれわれは，産業教育振興法に基く
新潟県産業教育振興計画策定に当って資料収集の)部を担当した機会に，意を
決して，本県高等学校卒業生に対する木県産業の人材需要数を推定する作業を
行ったのであるが.以上述べ来ったように，まことに困難な作業であり，しか
も結果は不得要領のものであったとの感が深い。しかしながら，この作業は全
く無益であり，われわれの努力は徒労で、あったと断定するのは早い。なぜなら
それは，つぎに述べるような理由からである。
われわれの作業結果は，最近の本県高等学校の課程増設の方向と一致してい
る。 われわれは， この作業において，今後，高等学校卒業生に対しては製造業
卸小売業を中心之した第2次，第3次産業において相当数の需要婚が期待され
ることと，農業課程を自営農民養成という観点で見直せば，これまた定員増が
必要であるこ之を明らかにした。はっさりした数字で何の課程を何学級増加す
るということは，教育行政当局が決定すべきことなので，ここには示していな
いが，最近，職業課程とくに工業，商業の課程が各地に増設されつつあること
は，われわれの主張するところと 一致しp まさに「社会的要請に惹く人材養
成Jが軌道に乗って来たものと言うべきであろう。
さいごに，この作業を直接担当した者の声として，つぎの主張を，教育調査
研究の分野に試みたい。
それは，このような作業は各都道府県が単独に行うよりは，ある時期に，全
国的規僕T行うことがL必要であるということである。言うまでもなく ，各都道
府県は孤立した自給自足閣ではなし相互に入り組んで大きな国民経済機構を
形作っているのである。したがって，労働人口の鰍合関係の考察においても，
他の都道府県を度外視した作業や研究は，ほんとうに生舎た数字を生み出すこ
とは困難である。われわれのこのたびの作業でも，県外就職は一応毎年の卒業
生の就職数の推移をそのまま是認するという消極的な態度をとらざるを得なか
った。「社会的要請に基く人材の計画的養成」のためには，どうしても全国を
網らした組織で、強力に作業が推進されなければならない。その機会の一日も早
く到来することをこいねがってやまないものである。
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れた。その後，時白が経過するにつれて，この仮印刷物は，当初印刷部数わず
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